































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































議席 得票率 議席 得票率 議席 得票率
47年４月 315 68.0 143 26.2 4 3.7
49年１月 370 72.0 47 13.5 35 9.6
52年10月 346 74.2 101 21.2 0
53年４月 320 69.4 138 26.6 1
55年２月 307 66.2 156 29.2 2 2.0
58年５月 297 63.6 166 32.9 1
60年11月 302 66.6 162 27.6 3 2.9






































































































　岸衛 国立公園施設協会会長 ○ ○
学識経験者３
学者・大学教授
　鏑木外岐雄 東大学教授（動物学） ○ ○
　田中敬爾 立正大学教授（地理学） ○ ○
　辻村太郎 東京大学教授（地理学） ○ ○
　本田正次 東大教授（植物学） ○ ○

























































































　岸衛 国立公園施設協会会長 ○ ○
学識経験者３
学者・大学教授
　鏑木外岐雄 東大学教授（動物学） ○ ○
　田中敬爾 立正大学教授（地理学） ○ ○
　辻村太郎 東京大学教授（地理学） ○ ○
　本田正次 東大教授（植物学） ○ ○
　三浦伊八郎 元東大教授，日本山林会理事長 ○ ○
　谷口吉郎 東工大教授（建築家）
　福島慶子 評論家
幹事（省略）
注　『自然保護行政のあゆみ』，484－５頁，その他，資料から作成。
表６　1957年自然公園審議会委員の経歴・職歴別構成
役職 員数 ％
現役官僚 13 28.8
　総理府 1
　厚生 3
　文部 1
　農林 1
　通産 2
　建設 2
　運輸 1
　大蔵 1
　不明 1
学識経験者１元官僚 15 33.3
　厚生 6
　内務 3
　逓信 1
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表２をみれば明らかなように，戦後後期に入って国立公園委員会や国立
公園審議会の委員の中で，尾瀬保存期成同盟や日本自然保護協会への参加
者が急減している。尾瀬保存期成同盟参加者の老齢化で国立公園委員会や
国立公園審議会へ同盟参加者が低下しているのは否めないが，日本自然保
護協会参加者は，老齢化とは関係がなく，1949年から次第に激減している。
国立公園委員会や国立公園審議会へ自然保護派の参加が少なくなり，国立
公園内の開発に反対し自然保護を強調する声がだしにくい雰囲気が強まっ
たことが明らかである。
黒部第四発電所建設計画推進勢力が，勝利した第３の要因は，黒部第四
発電所建設計画が，反対運動を抑制し吹き飛ばしてしまう特殊な仕掛け，
すなわち，富山県内の地元だでなく，中央の反対運動を押さえ込み，地域
社会だけでなく中央の観光業界からも大きな支持をえられる大型の観光開
発計画を内包していたということである。
これはすでに詳しく論じたことであり，改めて指摘するまでもないこと
である。
中部山岳国立公園内の黒部第四発電所建設計画と反対運動
　安本 1
　運輸 2
　宮内 1
　大蔵 1
現役官僚＋元官僚 28 62.2
学識経験者２ 10 22.2
国会議員・政治家 1
実業家 9
学識経験者３ 7 15.5
学者・大学教授､ 評論家
　林学 1
　建築学 1
　植物学 1
　動物学 1
　地理学 2
　評論 1
合計審議委員数（臨時含む） 45 100.0
注　幹事は，官僚なので省いた。表５より作成。
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かつてふれたように，戦前の第三発電所の開発時から，資材運搬鉄道の
トロッコは，観光客に開放する方式として経験したことであり，1950年頃
の最初の黒部第四発電所建設計画でさえ，観光開発計画をともなっていた。
そして最終計画では，立山室堂〜黒部ダム〜大町というアルペン観光コー
スが提起されて，富山県，長野県の観光業に大きな貢献が期待された。
こうした電源開発の観光化は，電源開発への反対運動を消沈させるに十
分であった。この点は，後に，尾瀬，上高地のように電源開発反対に成功
したケースと比較すればより明瞭である。開発を阻止された尾瀬ヶ原の電
源開発計画は，尾瀬の観光化に資することは何もなく，地域住民や少ない
山小屋経営者がこぞって反対運動に参加し途中で賛成にまわることなどな
かった。　　
上高地ダム化計画の場合も同じで，上高地のダム化は観光業に対立こそ
すれ何も資することがなく，上高地の地域内の少ない住民，観光業者，さ
らには周辺地域住民がこぞって上高地ダム化計画反対運動に参加した。
そうした側面が黒部第四発電所建設計画の場合には決定的に欠けてい
た。地域住民や観光業界は，こぞって黒部第四発電所開発がもたらす立山・
黒部の観光化に賛成したのである。黒部第四発電所建開発反対運動は，そ
うした立山・黒部の観光化への期待の前に消沈し弱体化を余儀なくされた
のである。
黒部第四発電所建設計画推進勢力が，勝利した第４の要因は，これもす
でに詳しく論じたように，黒部第三発電所建設反対運動の経験を汲んで，
関西電力が自然保護，建設反対運動を意識して柔軟に対応し，かなり自然
保護運動・建設反対運動の要求を入れて，大幅な妥協案を提起することに
よって，反対運動を氷解させる巧みさを示したことである。
明らかに，日本自然保護協会の反対運動は，この妥協案を前に容易に反
対の旗を降ろさざるをえなかった。
また地元農民の反対勢力も，水温の冷却化による米作被害を予想して反
対していたが，関西電力が冷却化被害を回避する施策を施すという協定を
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結ぶことによって，容易に反対の旗を降ろした。地元農民の妥協は，もと
もと電源開発そのものに反対していたわけではなかったので当然である
が，関西電力の妥協的な姿勢が功を奏したと指摘しなければならない。
以上にように，黒部第四発電所建設計画推進勢力は，政府，産業界，世
論の支持を背景にして黒部第四発電所建開発計画を実施することに成功し
たのである。
つぎに後段の黒部第四発電所建設計画反対運動の敗因について詳しく検
討してみよう。
第１の敗因は，一般的言い方だが，日本自然保護協会を中心とする反対
運動が，まだ反対運動組織として極めて未熟であったことである。
日本における自然保護運動は，欧米のように長い伝統もなく，強力なも
のではなかった。日本の自然保護運動は，戦前来，おもに国立公園内の産
業開発に反対する運動をおこない，それゆえ多分に官製的な性格をともな
っており，大衆的な性格を欠き，独自の自然保護思想を十分に確立してい
たとはいい難い。他方，日本で古くから存在していた反体制的な鉱害運動
などは，公害反対の運動であっても，自然そのもの保護運動ではなかった。
日本自然保護協会は，1952年に尾瀬ヶ原の電源開発反対運動をおこなっ
た尾瀬保存期成同盟を母体に生れ，阿寒国立公園内の雌阿寒硫黄鉱山開発
反対に取り組みながら組織された。日本自然保護協会は，産業開発に反対
して自然を保護する運動の経験を充分に蓄積することなく，組織的にも未
熟なまま1951年に計画された黒部第四発電所の建設計画反対運動に取り
組まなければならなかった。
関西電力の強力な黒部第四発電所建設計画に対抗するにはあまりにも組
織が弱体であったり，そして黒部第四発電所建設計画反対運動の立ち上げ
があまりにも遅くなったということが指摘できる。
第２の敗因は，第１の論点とも関連するが，日本自然保護協会を中心と
する反対運動に，関西電力の計画実行についての判断の甘さがあったこと
である。
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黒部第四発電所の建設計画は，戦前にもあったし，戦後早くも1951年に
提起され，日本自然保護協会もそれに気づいていたはずである。それにも
かかわらず，その後，1955年に最終的な黒部第四発電所建設計画が提起さ
れるまで，日本自然保護協会には，反対運動を積極的に組織しようとした
気配が感じられない。
日本自然保護協会が黒部第四発電所建設計画問題を具体的に提起したの
は，1954年から関西電力が黒部第四発電所建設計画の本格的現地調査を開
始した後の，1955年６月８日の特別委員会からであった。
すでに指摘したようにこの会議で「第三発電所より上流に発電所を建設
することは，技術的に困難とみられていたが，最近に大規模のものが計画
されている」ということが指摘されている。
また1956年４月20日の「黒部川第四発電所計画に関する反対の再陳情」
の中に「関西電力が黒部川第四発電所を設置する計画に関しては，去る
（1955年のこと―引用者）7月9日付を以て反対の陳情を行い，関係各方面
の猛省を促したが，其の後意外にも該発電計画は，着々として工事の手続
を進め，事態が窮迫した模様である」とある。
日本自然保護協会は，計画が「技術的に困難」であるとか，「意外にも該
発電計画」がすすめられたとか捉えており，もしかして計画は実行されな
いのではないか，という甘い判断があったように推測される。
そうした甘い判断が，1951年から提起されていた黒部第四発電所建設計
画に反対する運動を早くから準備することを怠たる原因をつくったのでは
ないだろうか。こうした弱点は，田村剛らこの運動の指導者の弱点でもあ
ったことはいうまでもない。関西電力の周到な準備にたいして日本自然保
護協会の計画にたいする安易な対応は，勝負が初めからみえていたといわ
なければならない。
もし1951年９月の黒部川の水利権更新に際して関西電力に水利権を認
めない運動に成功していたとすれば，クロヨンの建設はありえなかったの
である。
367
第３の敗因は，黒部第四発電所建設予定地が遠隔地にあり，社会的にも
孤立していたということである。
つまり，一つは，黒部第四発電所建設予定地が黒部峡谷の山奥にあり，
一般にエキスパートの登山家以外に知られていなかったこと，二つに，黒
部第四発電所建設予定地には住民が住んでおらず，直接被害者がでたりせ
ず，現地から反対ののろしを上げられなかったこと，具体的に破壊される
現場のイメージが描きにくかったこと，などが，反対運動を広めにくくし
たということである。
これは，全国的に知名度の高かった尾瀬や上高地の電源開発の場合とく
らべると極めて明確となる。両地で電源開発が計画されているとなれば，
次稿で詳しく検討することになるが，自然保護団体はいうにおよばず，学
者文化人，登山会，観光業界，地元住民，など広範な人々，全国的な反対
が容易におきたのである。
第４の敗因は，黒部第四発電所建設絶対反対論に理論的な弱さがあった
ことである。詳しくはさらに三つの論点が指摘できる。
黒部第四発電所建設絶対反対論には，第１に，雌阿寒岳鉱山開発計画に
反対したときの４回の陳情書にみられたような，周到にして詳細な反対論
が欠けていたように思われる。
黒部第四発電所建設反対の陳情書は，３回公表され，その文面の分量は，
1951年７月のものが1056字，1956年４月のものが429字，1956年５月のも
のが330字（反対論のみ）で，合計1815字であった。
これにたいして雌阿寒岳鉱山開発計画反対の陳情書の場合は，４回公表
され，1946年７月のもの1881字，1946年10月のもの429字，1946年11月の
もの1452字，1952年１月のもの1650字，合計5412字であり，黒部第四発電
所建設反対の陳情書は，字数的にみて，雌阿寒岳鉱山開発計画反対の陳情
書の３の１に過ぎなかった。明らかに黒部第四発電所建設反対論は，論調
が如何にも弱々しく感じられる。
第２に，黒部第四発電所建設絶対反対論には，雌阿寒岳鉱山開発計画に
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反対したときの４回の陳情書にみられたような，周到にして詳細な説得力
が欠けていたように思われる。
例えば，第１回目の1946年７月（1881字）の雌阿寒岳鉱山開発計画反対
の陳情書では，「国立公園」の「特別保護地区」に指定予定地であり，「原
始的景観」，「稀に見る優れた大自然景観」，「独り雌阿寒だけが様式的且つ
原始性を保つ火山」の「学術的，国宝的価値」を保護するのは，「文化的国
家」として「国際的」な使命であるといった主旨が主張されている。
その際には，雌阿寒岳が国立公園であることの強調が４回，学術的価値
があることの強調が３回，文化的価値があることの強調が２回みられた。
1951年７月の黒部第四発電所建設絶対反対の陳情書（1056字）では，「中
部山岳国立公園の心臓部」であり，「秘境」「岩垂と激流深淵と原始林」の
黒部峡谷は，「国際的に誇るに足る」「国家の至宝」であるから，これを破
壊する計画には反対であるという論理である。
しかしここでは，「国立公園」や「国家の至宝」としての強調は，それぞ
れ１回しかなく，文化的，学術的な価値や意義についてはまったく言及さ
れていない。ここでは，雌阿寒岳鉱山開発計画反対の陳情書でふれたよう
な執拗な反対論拠が強調されていない。少なくとも，黒部第四発電所建設
地点が国立公園内にあって，開発がおこなわれてはいけない地域であるこ
との強調がまったく足りないのである。
これでは，反対論として説得性を欠くだけでなく，日本自然保護協会の
黒部第四発電所建設計画絶対反対の熱意も充分に伝わらなかったかもしれ
ない。日本自然保護協会は，本気で黒部第四発電所建設計画絶対反対をお
こなおうとしていたのかという疑問さえ生れる。
第３に，黒部第四発電所建設絶対反対論には，黒部第四地点に代わる代
替案の提起が弱かったように思われる。
この陳情書で指摘されている反対の代替論は，黒部第四発電所建設に代
わる開発案でなく，「水主火従」から「火主水従」へ，水力発電から石炭，
石油を燃料とする火力発電所への転換案であり，「原子力発電」への依存論
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である。
この代替論は，それなりに根拠はあるが，「原子力発電」は当時では現実
性を欠いていた。火力発電所への転換は有力な代替案であったが，しかし
関西電力が黒部川で強行しようとしていた計画に対抗する代替案としては
あまりにも抽象的すぎた。
私は，戦前については，田村剛が指摘していた，黒部第四発電所地点を
中止して，国立公園外か重要性の相対的に小さな他の地域で開発をおこな
うという代替案を思い出す。
田村剛は「日本電力会社の計画に係る猿飛上流の権利を放棄せしむる場
合は，その代償として現在県が権利を獲得したるまま全然手を染めざる本
流宇奈月下流の分並びに支流黒薙水路の二カ所の権利を会社に譲らるるは
一案である。」（1）と提案した。これは無視され，黒部第四発電所計画の中
止にはいたらなかった。戦前この案で計画が進行すれば，黒部第四発電所
建設の悲劇は起きなかったのである。
戦後についても，関西電力が1951年に黒部川第四地点の水利権を申請し
た際にも，国立公園を守るために申請を許可せずに，相当の発電所建設計
画を他の水源地域に求めれば，充分な代替案たりえたのである。
ちなみに，少々荒っぽい検証だが，1960年度から10年後の発電能力をみ
れば，黒部第四発電所予定の発電量は，黒部第四以外の発電所で充分代替
可能であったことが推計される。
すなわち北陸電力だけで，1960年の水力発電能力は165ケ所，73万KWで
あったが，1970年には，水力110ケ所，114万KW，火力４ケ所，141万KW
に増加しており，黒部第四発電所予定24万KWを容易に越える発電能力増
になっている。つまり水力発電だけでもその間，41万KW増であり，また
火力を含めれば，相当量の発電力増が予想され，黒部第四発電所分の発電
能力を他の発電所によって充分代替可能だったことがわかる。
こうした代替案をもって1951年から反対運動を展開していれば事態は
変わったかも知れない。
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要するに自社のクロヨン計画を中止できなかったのは，関西電力が，自
企業の営利主義を追及し，技術開発を目的とした大規模な発電所建設にチ
ャレンジするために開発困難な黒部川第四地点にこだわり，国立公園内の
大自然としての黒部大峡谷の価値と自然保護を無視したからである。
もし真に残された黒部峡谷の大自然を守ろうとすれば，電力不足のため
の電源開発と矛盾することなく，私企業の利益を制限して国家的公的立場
から黒部第四発電所建設計画を中止する必要があったのである。こうした
論理こそ国民や世論を説得することができたはずである。率直にいって黒
部第四発電所建設絶対反対論には，そうした論理が欠けていたと指摘せざ
るをえない。
さらにいえば，黒部第四発電所が観光開発をともなうという事態につい
ても，黒部第四発電所建設予定地に観光地化の期待をかけるのではなく，
別途に大幅な自然破壊をともなわない形の立山観光化の方策を提起する必
要があったのである。自然，歴史の観光化については，ジョン・アリーな
どが主張しているように，何でもかんでも観光化することは決して必要な
表７　富山県下の発電能力（水力）
1960年
発電所 発電能力（単位万KW）
北陸電力 165 73.3
関西電力 14 70.0
富山県 3 3.0
自家用 6 1.8
合　　計 188 148.1
注　北陸電気協会『富山県の電力と工業』1960年版，１頁による。
表８　富山県下の発電能力
1970年
水力発電能力
（単位万KW）
火力発電能力
（単位万KW）
北陸電力 114.6 141.2
合　　計 255.8
注　北陸電気協会『富山県の電力と工業』1970年版，２頁による。
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ことではないという論理も提起すべきであった（2）。
第５の敗因は，日本自然保護協会を中心とする反対運動に，組織的な混
乱があったことであると指摘しなければならない。それは，おもに国立公
園審議会と日本自然保護協会の関係の曖昧さ，癒着といった問題である。
そうした反対運動上の弱点は，保護運動を混乱させ，反対運動を弱めた。
国立公園審議会委員は，あくまで厚生大臣によって指名される政府の委
員会であるが，日本自然保護協会は，自発的に組織された自然保護団体で
ある。
しかし，ここに二つの問題点がある。一つは，日本自然保護協会自体が，
国立公園運動から生れた関係で，田村剛を頂点にして厚生省の元官僚，国
立公園行政に携わってきた元官僚を多く抱え，彼らの多くが保護協会の指
導的な立場に立っていたことである。したがって，日本自然保護協会は，
多分に厚生省寄りであり，国立公園行政組織と密接に関連していた。
もう一つは，日本自然保護協会の中心的な指導者層が，国立公園審議会
委員を兼ねていたことである。雌阿寒岳の硫黄鉱山開発計画では，日本自
然保護協会が強力に反対し，国立公園審議会委員も多くが反対した。
しかし黒部第四発電所建設計画では，絶対反対の審議会委員がいたにも
かかわらず国立公園審議会が条件付賛成にまわると，日本自然保護協会は，
国立公園審議会が正式に条件付賛成を表明する前に，条件付賛成を表明し
てしまう。小亀たる国立公園審議委員がこければ，親亀たる日本自然保護
協会もこけるという相互依存関係があったのである。国立公園審議会がま
だ白旗を揚げていない時に，日本自然保護協会の特別委員会・協会の主要
人物が先に白旗をあげるという事態は，組織論的にも運動論的にもおかし
なことである。
日本自然保護協会は，1956年４月20日に開かれた評議員会の計画反対決
定にしたがって，最後まで計画絶対反対に終始すべきであった。日本自然
保護協会は，国立公園審議会から独立した組織であり，国立公園審議会の
意向とは関係なしに，別にあくまで最後まで黒部第四発電所計画に反対す
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べきだったのである。そうした毅然とした姿勢こそ，つぎの運動に生かさ
れるはずであった。
ここでは，日本自然保護協会自体のリーダーシップが，確立されておら
ず，国立公園審議会の有力な委員と日本自然保護協会のリーダーによって
事態の解決がはかられたことがわかる。
こうした日本自然保護協会首脳陣の組織論，運動論についての認識不足
は，決して自然保護運動にプラスにはならなかった。日本自然保護協会が
つねに国立公園審議会の意向に引きずられという悪習を生み，保護協会の
独自性を失うことになるからである。
私が指摘してきた日本自然保護協会の官僚的体制的な体質は，そうした
保護協会役員と審議会役員の癒着，役割の混同を生みだしてきたのである。
第６の敗因は，日本自然保護協会を中心とする反対運動は，結局，結果
として十分に世論，地元住民の中に広がることができず，反対運動が孤立
していたということであった。
すでに引用したように，田村剛は，1952年に夏の論文で敗北の原因を，
「与論の反響は案外少く，登山界においてすら，これをとりあげる者は稀で
あつた。要するにそれは黒部を知る者が少かつたためであろう。」と指摘
し，反対運動が，与論を動かすまでにいたらなかったことをあげている。
では何故反対の世論が高まらなかったのであろうか。田村はこの問いを
発しなかった。
それは，これまで指摘してきた５点の理由で，日本自然保護協会が十分
に国民，学者・文化人，地域住民の中で反対運動を広めることができなか
ったからである。
私は，日本自然保護協会が，本当に計画に反対しようとしていなかった
のではないか，日本自然保護協会は，闘わずに，敗北を予想していたので
なかったか，とさえ感じる。というのは，これまで自然保護運動がおこな
ってきたような反対運動が，黒部第四発電所建設反対運動の場合には組織
されなかったからである。
373
ちなみに戦前の黒部第三発電所建設反対運動は，中央でも積極的に組織
されたし，国会でも委員会が開催されて反対論が公開された。戦後第１次
の尾瀬ヶ原電源開発反対運動は，積極的におこなわれた。上高地のダム化
反対運動でも，1956年末から広範な反対運動を組織しえた。
厚生省国立公園部，自然保護協会の首脳たちが，黒部第四発電所建設反
対運動の場合は，関西電力の周到な戦略のもとで，戦後の電力不足を背景
に，470億円もの巨額な資金を用意して準備した計画に対抗しようとして
いなかった嫌いがあるように思われる。
以上のように黒部第四発電所建設の反対運動は，何故敗北したかといえ
ば，闘争相手が４点にわたって強力であり，逆に自然保護運動側が６点に
わたる弱点をもっていたからであったということである。
最後にこれらの敗因分析の結論としていいたいことは，もし黒部第四発
電所建設反対運動が，指摘した幾つかの弱点を克服して強力であったとす
れば，黒部第四発電所建設計画を中止させて，黒部第三発電所上流の黒部
川と黒部渓谷を永遠に保存できたに違いないということである。
後に考察するように，尾瀬ヶ原と上高地は，日本自然保護協会を中心と
する電源開発反対運動のお陰で現に開発されずに永遠に子孫に残すことに
成功しているのであって，黒部渓谷もそうした可能性をもっていたのであ
る。本章の終わりには，雌阿寒岳硫黄鉱山の開発，尾瀬ヶ原，上高地，大
雪山層雲峡，支笏湖豊平峡など電源開発計画の検討を踏まえ，戦後国立公
園における自然保護運動の総括をおこなうことにしている。
日本自然保護協会は，必ずしも黒部第四発電所建設の反対運動の失敗に
ついての明確な反省，自己批判をおこなっているわけではないが，大雑把
にいって，明らかに黒部第四発電所建設の反対運動の失敗から学んで，不
十分とはいえ，1957年の自然公園法の制定を画期に，まず財団法人化によ
って組織強化に取り組み，国立公園の自然保護を強めるために，政策的に
は国立公園内の自然保護区，特別保護区を積極的に拡大して開発規制をか
けることに取り組み，あるいは自然保護教育に取り組んだ。また自然保護
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の概念を拡充し，生態学的意味合いをもたせ，鳥獣保護法を制定し，動植
物の保護にも取り組むようになっていく。
これらの問題の具体的な検討は，1957年以降の自然公園法下の国立公園
運動，自然保護運動について論じる章の課題である。
注
（１）拙著『国立公園成立史の研究』，324頁。
（２）ジョン・アリー『観光のまなざし』，法政大学出版局，1995年，74－84頁
参照。
